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“非常識追放”
1 1 0 番

zenkokuzei@aol.com
全
国
税
は
、
職
場
か
ら
セ
ク
ハ

ラ
や
イ
ジ
メ
な
ど
の
非
常
識
を

な
く
す
た
め
、「
非
常
識
追
放

一
一
○
番
」
を
常
時
設
置
し
て

い
ま
す
（
電
話
と
Ｆ
Ａ
Ｘ
は
上

記
の
番
号
ま
で
ど
う
ぞ
）。

◇全国税ホームページ ◇
http://www.kokko-net.org/zenkokuzei

生
命
が
誕

生
し
て
40
億

年
。
単
細
胞

生
物
か
ら
始

ま
っ
た
生
命

は
気
の
遠
く

な
る
よ
う
な
時
間
を
経
て

現
在
の
多
様
な
姿
に
進

化
・
繁
栄
し
て
き
た
▼
そ

の
間
、
実
に
多
彩
な
デ
ザ

イ
ン
の
生
物
が
誕
生
し
た

が
、
「
全
球
凍
結
」
や
隕
石

の
衝
突
な
ど
新
た
な
地
球

環
境
に
適
応
で
き
な
く
な

り
滅
ん
で
い
っ
た
。
地
球

は
生
命
に
対
し
け
っ
し
て

や
さ
し
い
顔
ば
か
り
で
は

な
か
っ
た
▼
し
か
し
今
の

地
球
環
境
の
激
変
は
、
人

間
活
動
が
大
き
く
影
響
し

て
い
る
こ
と
が
は
っ
き
り

し
て
い
る
。
世
界
で
毎
日

数
十
種
の
生
物
が
絶
滅
し

て
い
る
と
い
う
デ
ー
タ
も

あ
る
▼
子
や
孫
に
ど
ん
な

地
球
を
引
き
継
い
で
あ
げ

よ
う
。
今
の
私
た
ち
が
ス

ッ
カ
ラ
カ
ン
に
使
い
果
た

し
た
地
球
を
、
彼
ら
は
け

っ
し
て
喜
ば
な
い
だ
ろ
う
。

あけましておめでとうございます。
みなさん、それぞれの新年を迎えられたことをお慶

び申し上げます。
さて、昨年夏の全国大会で委員長に選出されて、あ

わただしく半年が過ぎようとしています。
日曜開庁問題は、本年も２月の２回の日曜日に実施

されることになりましたが、多くの反対の声に押され
て、長官は「試行の継続」と表明せざるを得ませんで
した。また、新たに浮上した「昼休み問題」は、国税

労組本部の要求に端を発し当局が悪乗りしたものでしたが、やはり
職場の声に長官は、「国税局の誤解」と回答しました。しかし、そ
の後各局で「巻き返し」が始まっており、引き続き監視が必要です。
この数年、行(二)職員に厳しい状況があらわになっていますが、

財務省は官用車１８８台を削減、うち１３３台が国税ということで、
運転手さんたちの雇用、処遇問題が深刻な問題になっており、緊急
課題として取り組んできました。
さらに、大がかりな機構改革が進行中で、各国税局でさまざまな

試行が実施されています。全国税は、労働条件の変更、処遇の後退
にはきちんと対処する方針を確立しています。人事要求に関わって
は、「降格」人事拡大への警戒が職員の間に広がっていますが、全
国税は中高年職員の処遇後退に歯止めをかけ、青年の処遇前進の闘
いを強めていきます。政府・人事院は、「地域給」導入で総人件費
抑制を狙っています。暮れには小泉首相が公務員の給与削減を指示
したと報道されました。一人ひとりの職員には大幅賃下げ必至とな
りかねません。
多くの課題があります。弱者の立場に立って、仲間の団結で攻撃

をはね返していきたいと思います。全国税へのひきつづくご支援と
ご協力を心よりお願いしまして、新年の挨拶といたします。

全国税労働組合　中央執行委員長　岡田俊明　

〈
出
　
題
〉
九
段
　
石
榑
郁
郎

黒
先

〈
ヒ
ン
ト
〉
黒
は
１
、
３
の
好

手
段
で
、
白
を
仕
留
め
ま
す
。

（
５
分
で
初
、
二
段
以
上
）

新
年
の
あ
い
さ
つ

【
新
年
号
特
別
企
画
】
２
面
で
紹
介
し
て

い
る
書
籍
「
大
増
税
時
代
」
を
４
名
様
に

プ
レ
ゼ
ン
ト
し
ま
す
。

﹇
応
募
方
法
﹈
官
製
ハ
ガ
キ
に
（
１
）
住

所
（
２
）
氏
名
（
３
）
所
属
分
会
名
（
４
）

ザ
・
ク
ロ
ス
ワ
ー
ド
の
解
答
（
５
）
ご
意

見
ご
感
想
、を
も
れ
な
く
ご
記
入
の
う
え
、

全
国
税
労
働
組
合
「
新
年
号
」
係
（
住
所

は
左
上
を
参
照
）ま
で
郵
送
し
て
下
さ
い
。

﹇
応
募
締
切
﹈
１
月
25
日
消
印
有
効

【
４
月
15
日
】「
財
務
・
金

融
共
同
行
動
」
で
は
多
数

の
参
加
で
国
会
請
願
デ
モ

行
進
や
副
大
臣
交
渉
を
実

施
し
ま
し
た
。

【
１
月
10
〜
12
日
】
２
３
０
人
が
参

加
し
て
愛
知
県
犬
山
市
で
開
催
さ
れ

た
「
第
43
回
税
研
全
国
集
会
」
で
は

「
税
務
職
員
の
税
金
知
ら
ず
を
な
く

そ
う
」
と
学
習
を
ふ
か
め
ま
し
た
。

【
10
月
21
日
】「
国
公
権
利
裁

判
」
に
お
け
る
「
棄
却
」
と

の
不
当
判
決
に
怒
り
、
新
た

な
決
意
を
胸
に
控
訴
し
て
た

た
か
う
全
国
税
の
原
告
団
。

【
７
月
27
日
】
真
夏
の
中
央
行
動
で
上
京
団

を
組
ん
で
結
集
し
た
近
畿
地
連
の
仲
間
。

【
５
月
１
日
】
代
々
木

に
帰
っ
て
き
た
「
中

央
メ
ー
デ
ー
」
で
は

平
和
憲
法
を
守
ろ
う

と
女
性
た
ち
も
立
ち

上
が
り
ま
し
た
。
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流
行
語
大
賞

【
近
畿
・
東
大
阪
支
部
】

「
流
行
語
大
賞
」
に
ち

な
ん
で
…
。

﹇
新
規
参
入
﹈
Ｋ
Ｓ
Ｋ
シ
ス

テ
ム
の
入
札
で
新
聞
に
書

か
れ
て
い
ま
し
た
。
な
ん

で
新
規
参
入
業
者
が
な
い

の
っ
て
。

﹇
チ
ョ
ー
気
持
ち
い
い
﹈
政

治
も
経
済
も
い
っ
こ
う
に

良
く
な
ら
ず
、
子
が
親
を

殺
し
、
親

が
我
が
子

を
虐
待
す

る
。
無
造

作
に
何
も

関
係
な
い

人
の
命
を

奪
う
こ
の
社
会
…
。
私
に

は
「
チ
ョ
ー
む
か
つ
く
」

一
年
で
し
た
。
新
年
こ
そ

は
い
い
年
に
！

要
請
に
も
Ｉ
Ｄ
？

【
東
海
・
愛
知
支
部
】

Ｈ
署
へ
の
要
請
行
動
で

「
ど
う
し
て
Ｉ
Ｄ
カ
ー
ド
を

つ
け
て
い
な
い
の
か
」
と

の
総
務
課
長
の
冒
頭
発
言

に
一
同
あ
然
。
わ
ざ
わ
ざ

休
暇
を
取
っ
て
要
請
に
来

た
組
合
員
に
い
き
な
り
の

発
言
。
当
の
本
人
が
付
け

忘
れ
を
し
て
い
た
の
は
ご

愛
嬌
だ
っ
た
が
、
一
昔
前

の
組
合
敵
視
復
活
か
！
と

も
思
え
た
。
相
手
に
不
快

感
を
与
え
て
機
先
を
制
し

交
渉
を
優
位
に
運
ぼ
う
と

す
る
姿
勢
は
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
能
力
欠
如
と
言

わ
ざ
る
を
得
な
い
。
Ｋ
署

の
課
長
も
名
札
を
付
け
ず

に
対
応
。
こ
ち
ら
は
謝
罪

し
た
も
の
の
、
真
剣
に
話

を
聞
こ
う
と
す
る
姿
勢
を

欠
く
も
の
で
し
た
。

憲
法
を
改
正
し
よ
う
と
い
う
動
き
が
強
ま
っ
て
い
ま
す
、
同
時
進
行
的
に
、
教
育

基
本
法
の
改
正
も
狙
わ
れ
て
い
ま
す
、
こ
の
ふ
た
つ
の
法
律
は
、
民
主
国
家
、
平
和

国
家
日
本
の
原
点
と
も
い
う
べ
き
基
本
法
で
す
、
１
９
４
５
年
の
敗
戦
か
ら
60
年
。

こ
の
ふ
た
つ
の
基
本
法
が
果
た
し
て
き
た
偉
大
な
役
割
を
、
い
ま
改
め
て
捉
え
直
す

べ
き
と
き
で
す
、
２
０
０
５
年
の
年
初
に
あ
た
り
、
じ
っ
く
り
と
読
み
直
し
ま
せ
ん

か
。
２
０
０
５
年
を
悔
悟
の
年
と
し
な
い
こ
と
が
私
た
ち
に
問
わ
れ
て
い
ま
す
。

〈
解
　
答
〉
黒
１
の
ハ
ネ
出
し

か
ら
３
と
ハ
ネ
る
の
が
好
手

段
。
白
４
に
は
黒
５
、
７
で
白

死
で
す
。
黒
１
で
５
は
白
６
黒

３
白
７
で
白
生
き
。
白
４
で
６

な
ら
黒
７
。
白
４
で
７
な
ら
黒

６
で
白
死
で
す
。

第二章　戦争の放棄
［戦争の放棄と戦力及び交戦権の否認］

第九条 日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和
を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威
嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、
永久にこれを放棄する。
②　前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、
これを保持しない。国の交戦権は、これを認めない。

日本国憲法
第 九 条

前　文
日本国民は、正当に選挙された国会における代表者

を通じて行動し、われらとわれらの子孫のために、諸国民との協和によ
る成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢を確保し、政府の
行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、
ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そもそ
も国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由
来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれ
を享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に
基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を
排除する。
日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な

理想を深く自覚するのであつて、平和を愛する諸国民の公正と信義に信
頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意した。われらは、平和
を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努め
てゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたいと思ふ。われらは、
全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存す
る権利を有することを確認する。
われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視し

てはならないのであつて、政治道徳の法則は、普遍的なものであり、こ
の法則に従ふことは、自国の主権を維持し、他国と対等関係に立たうと
する各国の責務であると信ずる。
日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的

を達成することを誓ふ。 （原文のまま）

日本国憲法
前　文

われらは、さきに、日本国憲法を確定し、民主的で文化的な国家
を建設して、世界の平和と人類の福祉に貢献しようとする決意を示

した。この理想の実現は、根本において教育の力にまつべきものである。
われらは、個人の尊厳を重んじ、真理と平和を希求する人間の育成を期するととも

に、普遍的にしてしかも個性ゆたかな文化の創造をめざす教育を普及徹底しなければ
ならない。
ここに、日本国憲法の精神に則り、教育の目的を明示して、新しい日本の教育の基

本を確立するため、この法律を制定する。
第一条（教育の目的） 教育は、人格の完成をめざし、平和的な国家及び社会の形成
者として、真理と正義を愛し、個人の価値をたつとび、勤労と責任を重んじ、自主的
精神に充ちた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。
第二条（教育の方針） 教育の目的は、あらゆる機会に、あらゆる場所において実現
されなければならない。この目的を達成するためには、学問の自由を尊重し、実際生
活に即し、自発的精神を養い、自他の敬愛と協力によつて、文化の創造と発展に貢献
するように努めなければならない。
第三条（教育の機会均等） すべて国民は、ひとしく、その能力に応ずる教育を受け
る機会を与えられなければならないものであつて、人種、信条、性別、社会的身分、
経済的地位又は門地によつて、教育上差別されない。
②　国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由によつて修学困
難な者に対して、奨学の方法を講じなければならない。
第四条（義務教育） 国民は、その保護する子女に、九年の普通教育を受けさせる義
務を負う。
②　国又は地方公共団体の設置する学校における義務教育については、授業料は、こ
れを徴収しない。
第五条（男女共学） 男女は、互に敬重し、協力し合わなければならないものであつ
て、教育上男女の共学は、認められなければならない。
第六条（学校教育） 法律に定める学校は、公の性質をもつものであつて、国又は地
方公共団体の外、法律に定める法人のみが、これを設置することができる。
②　法律に定める学校の教員は、全体の奉仕者であつて、自己の使命を自覚し、その
職責の遂行に努めなければならない。このためには、教員の身分は、尊重され、その
待遇の適正が、期せられなければならない。

教育基本法
第六条まで

大
増
税
時
代

〜
消
費
税
率
二
ケ
タ
化
へ
の
シ
ナ
リ
オ
〜

合
田
寛
・
著
（
大
月
書
店
／
１
９
０
０
円
＋
税
）

﹇
い
ま
お
こ
な
わ
れ
よ
う
と
し
て
い
る
「
税
制

改
革
」
は
、
そ
の
規
模
に
お
い
て
も
、
そ
の
内
容

に
お
い
て
も
、
こ
と
の
大
き
さ
は
過
去
の
「
税
制

改
革
」
の
比
で
は
な
い
。
そ
れ
だ
け
に
政
府
は
、

そ
の
内
容
の
全
体
像
を
国
民
に
ひ
た
す
ら
隠
す
と

と
も
に
、
「
高
齢
化
社
会
に
備
え
る
た
め
に
」
と
か

「
社
会
保
障
の
財
源
の
た
め
に
」
な
ど
と
、
そ
の
必

要
性
を
も
っ
と
も
ら
し
く
国
民
に
信
じ
込
ま
せ
よ

う
と
し
て
い
る
﹈（
本
文
よ
り
引
用
）

真
の
税
制
改
革
と
は
ど
う
あ
る
べ
き
か
、
国
民

的
観
点
に
立
っ
て
考
え
る
こ
と
が
私
た
ち
税
務
職

員
に
も
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

各
国
「
税
制
抜

本
改
革
」
の
教

訓
な
ど
も
詳
し

く
紹
介
。

と
　
き

１
月
21
日
〜
24

日
（
部
分
参
加
も
Ｏ
Ｋ
）

と
こ
ろ

白
馬
・
八
方
尾

根
ス
キ
ー
場
（
長
野
県
）

内
　
容

競
技
会
・
マ
ジ

ッ
ク
シ
ョ
ー
・
映
画
上
映

な
ど

★
申
込
み
＆

お
問
い
合
せ

は
全
国
税
本

部
ま
で
お
気

軽
に
！
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